
   

資料１ 
 

未普及解消のための新たな整備手法（計画・設計・施工手法）の体系化 
 

 

１．検討の背景 

国、地方公共団体における厳しい財政状況、人口減少等の社会情勢の変化

の下、早期、低コストかつ手戻りのない未普及解消方策が求められていると

ころ。 

 

２．検討の方向性 

（１）計画手法 

 都市計画上の区域区分、将来の人口動向、水質保全上の重要性等の地域

特性を踏まえ、計画区域をより効率的なものに見直すとともに、時間軸

に応じた弾力的な施設整備計画を策定し、実態に合わせて適宜計画を見

直す。 

 計画の策定にあたっては、コスト縮減のための新たな設計・施工手法（未

普及解消技術）や他の汚水処理施設との連携方策の導入を踏まえた効率

的な計画とする。 

（２）設計・施工手法（未普及解消技術） 

 建設及び改築・更新コストの縮減を図るとともに、コストを含めた維持

管理上の負担を軽減する。 

 時間軸に応じた計画設定に対応すべくより手戻りの少ない機動的な整備

が可能な手法を導入する。 

 技術の進歩を反映させるとともに、実用化されている技術も含め、発想

の転換等による新たな技術を採用する。その際、活用例を踏まえた採用

上の留意点など地方公共団体が活用するにあたり有用な情報の提供に努

める。 

①管きょ 

 コスト縮減にあたっては、管きょ工事におけるコスト構成等を踏まえ、

土工等を中心とした縮減策を検討する。 

②処理場 

 比較的耐用年数が短い「設備」が主で構成されており転用可能な施設

も存在することから、転用可能又は耐用年数の短い施設を採用する。 

 可能な限りコスト縮減目標を設定した上で、設備・施設ともに徹底し

たコスト縮減に努める。 

 

（３）未普及解消技術の目標・考え方と具体的な手法  →次頁参照 



（３）未普及解消技術の目標・考え方と具体的な手法（３）未普及解消技術の目標・考え方と具体的な手法

新たな整備手法の目標、考え方 具体的な手法
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機動的な整備が可能な手法

改築更新を含めた
コストの縮減

① 排水設備の緩勾配化

② 上限流速の緩和

③ 改良型伏越しの採用

④ 改良土の基礎への利用

⑤ 曲管等使用によるマンホールの省略

⑥ マンホール間隔の延長

⑦ 小口径推進工法の長距離化

⑧ マンホールポンプの対象範囲の拡大
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Ａ 管きょの露出配管

Ｂ 改良型伏越しの連続的採用

Ｃ 道路線形に合わせた施工

Ｄ 発生土の管きょ基礎への利用

Ｅ 流動化処理土の管きょ施工への利用

Ｆ 工場製作型極小規模処理施設
（膜分離型（ＰＭＢＲ））

Ｇ 工場製作型極小規模処理施設
（接触酸化型・膜分離型）コストを含めた

維持管理上の負担軽減

その他の可能性のある技術は引き続き検討

現地での施工を踏まえ
たデータ分析に基づき
性能等を評価し、必要
に応じて技術の改良等
を行う。

性能等の評価にあたっ
ては、環境負荷の低減
効果についても可能な
限り検証する。

国土交通省や関連機関
からの情報発信等により
広く普及を促進。

見直しの視点

分流式の汚水管での実績を
踏まえた発想の転換

関連技術の進歩を反映した
技術の再評価

コスト構成を踏まえた
縮減目標の設定
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